




















































　2005 年 6 月には，食育基本法が成立した。食育推進基本計画では地場農産物を「生き
た食材」とし，子どもたちが「地域の自然や文化，産業等に関する理解を深めるとともに，
それらの生産等に携わる者の努力や食への感謝の念を育む上で重要である」という地産地
消と食育を軸にした学校給食の教育的意義も示された。さらに，2008 年 6 月の学校給食
法の改正により，地場農産物の積極的な活用が法的に位置付けられた。
　第 1次食育推進基本計画では，学校給食において都道府県単位での地場産物を使用する
割合を 2004 年度の 21.2％（食材数ベース）から 2010 年度までに 30％以上とする目標値
を定めた。ただし，その目標は達成できず，2015 年度に策定された第 3次計画でも引き








































　まずは，農家の動向についてである。総農家数は，1950 年の 1,118 戸から 2000 年には
434 戸まで減少した。とりわけ，1950 年から 1970 年までの減少幅が大きい。この間，専
業農家数が減少し，第二種兼業農家の構成比率が大幅に増加する兼業化が進展した。
　表 1の農家数を見ると，2000 年代以降も農業構造は二極化傾向にある。2015 年時点で
専業農家の割合が総農家数の 34.0％，第 2種兼業農家と自給的農家を合わせると 60.6％に
なる。ただし，2005 年と比べて専業農家数は増加しており，販売農家全体の約半数を占
めている。この数字は，隣接7 市の中で最も高い比率である。
　続いて，表 2の経営耕地面積規模別農家数を見ると，2015 年時点で 0.5ha 未満が
40.5％，1.0ha 未満が 78.6％で，小・中規模経営層が大半を占めている。一方で，1.0ha 以
上の大規模経営層の割合は，2005 年の 18.4％から 2015 年には 21.4％へと増加している。
（3） 文部科学省「学校給食栄養報告」












　図 1の市街化区域内農地を見ると，2019 年時点で 178ha のうち，生産緑地は 163ha，
91.6％を占めている。小平市の農地は，生産緑地によって維持されてきたといえる。
　経営耕地面積は，1950 年の 900ha から 2000 年には 243ha まで減少した。これは前述し
た農家数よりも減少幅が大きい。表 4の地目別経営耕地面積を見ると，2000 年代以降も
経営耕地面積の減少傾向に変わりはない。平均すると，毎年約 5ha ずつ減少している。
販売農家では，2015 年時点で総面積 161ha のうち畑が 110ha，樹園地が 34ha（6）で，畑が
76.9％を占めている。
表 1：農家数の推移（単位：戸）
年 総数 販売農家 自給的農家
専業
兼業
第 1種 第 2種
2005 402 299  93 19 187 103
2010 368 266 114 23 129 102
2015 312 215 106 17  92  97
資料：農林水産省「農林業センサス」より筆者作成
表 2：経営耕地面積規模別農家数の推移（単位：戸）
年 販売農家数 0.3ha 未満 0.3～0.5ha 0.5～1.0ha 1.0～2.0ha 2.0～3.0ha 3.0ha～
2005 299 24 96 124 51 2 2
2010 266 21 91 105 47 0 2


















2005 299 29 120 69 29 26 14  9 3
2010 266 19 102 75 28 18 11 12 1
2015 215  5  86 70 15 18  9  9 3
資料：農林水産省「農林業センサス」より筆者作成
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菜の農業産出額を見ると，1971 年は 8.8 億円のうち 3億円で 34.1％だったが，2019 年に







2005 217 0 144 55 17
2010 195 1 133 43 17




注 1：生産緑地地区は都市整備局資料から作成（各年 12 月末現在，平成 18，19 年は 3月末日現在，20 年以降は 4月 1日現在）





















































































市場に出荷 54  47
小平ファーマーズ・マーケットで販売 64  75
個人で直売 207 180
スーパーなどへ契約出荷 14  16
学校給食に出荷 56  56
飲食店への出荷 17  17
もぎ取りや摘み取りで消費者に販売 23  27
東京都など公共団体と契約して販売   4   9
造園利用・造園卸し 19  18
ジャム等加工品として販売   8  12
インターネット等の通信販売   1   6
産業まつり等のイベント 32  24
その他 28  25
計 527 512
資料：小平市「小平市産業振興基本計画及び小平市農業振興計画の策定に向けた基礎調
査報告」（2017 年 3 月）より筆者作成
注 1：回答は複数回答，（　）は有効回答数
注 2：「個人で直売」とは，「庭先販売」「直売スタンド」「無人店舗」「宅配便」である。
（9） 2019 年 3 月 19 日，JA東京むさし小平支店経済課へのインタビュー
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市場に出荷 3  3  10   6  7  8 11 10  7  3 10 10
小平ファーマーズ・マーケットで販売 4  7  14  11  6 11 13 14 13 15  9 11
個人で直売 27 26  49  42 36 33 29 25 22 19 16 15
スーパーなどへ契約出荷 0  0   1   2  2  3  3  2  4  5  4  4
学校給食に出荷 1  2   7   7 10  9 11 10 13 14  9 10
飲食店への出荷 0  1   2   2  5  4  0  2  3  4  2  2
もぎ取りや摘み取りで消費者に販売 3  3   7   8  6  5  0  2  2  3  5  5
東京都など公共団体と契約して販売 0  0   0   0  1  2  2  3  0  3  0  0
造園利用・造園卸し 0  0   3   3  3  3  8  7  1  2  1  1
ジャム等加工品として販売 1  1   3   5  1  2  0  0  2  3  1  1
インターネット等の通信販売 0  0   1   1  0  1  0  1  0  0  0  2
産業まつり等のイベント 3  3   5   3  3  1  8  5  4  4  4  4
その他 3  3  14  13  5  3  1  1  4  2  0  1
計 45 49 116 103 85 85 86 82 75 77 61 66





　表 7の農業振興策と主な取り組みを見ると，小平市では 1990 年代前半から長期的かつ
総合的な計画を策定し，都市農業の振興に取り組んでいる。1991 年 3 月の生産緑地法改
正を契機に，1993 年 3 月に農業振興の基本計画「小平市都市農業基本構想（以下，「第一














　2007 年 3 月に，これまでの第一次基本構想と振興プランを一本化し，「小平市第三次長

















































































































直売所を設置した。2016 年 10 月には金融店舗と直売所店舗を分け，小平ファーマーズ・
マーケット「ムーちゃん広場」として新たにスタートした。新店舗になると，売り場面積


























































農産物利用割合を見ると，2004 年度は 2.3％だったが，2020 年度時点で 30.1% まで増加し
ている。
　中学校は共同調理方式を採用し，調理は民間に委託しているが，地場農産物の導入を優





















学校給食への供給拡大 ◎ 小学校給食納入率平成 17 年：3.9％→平成 28 年：28.5％
特産品（農産物）の振興 〇 ブルーベリーまつり、ブルーベリーワインまつり開催









































小学校 2.3 3.9 5.5 7.5 7.1 12.7 14.5 19.3 21.1 20.1 22.1 25.7 28.5 29.0 29.3 31.4 30.1














































地場農産物の購入費を生徒数で割った一人当たりの金額が 500 円未満：0円，500 円以上
1,000 円未満：50 円，1,000 円以上 1,500 円未満：150 円，1,500 円以上 2,000 円未満：250 円，





























（16） 2019 年度までは，補助率が 1/5 で生徒一人当たりの購入費 1円～3,000 円までのうち，最大で 600 円の補助
であった。



























































（19） 2017 年 9 月 5 日に実施した小平市役所産業振興課へのインタビュー
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千葉商大論叢　第 59 巻　第 2号（2021 年 11 月）
〔抄　録〕
　本稿では，東京都小平市を事例として取り上げ，地域農業の現状と課題および農業施策
の方向性を分析するとともに，都市農業振興における学校給食への地場農産物の導入の意
義とその展開要因ついて検討した。小平市は，東京都の中でもいち早く都市農業の振興政
策を打ち出し，農のあるまちづくりを農家，JAと協働で進めている。学校給食への地場
農産物導入の拡大も，そのような協働による「体制づくり」と「仕組みづくり」によって
実現した。東京都の農業は小平市に限らず，多品目栽培の野菜が主力である。学校給食は，
都市農業の振興には欠かせない魅力的な販売先のひとつだが，経営耕地面積は小規模で，
野菜一品目当たりの生産量は必ずしも多くない。学校給食への出荷を拡大していくために
は，地域の農家をいかに巻き込んでいけるかが課題で，「コーディネーター」の役割が重
要となる。
―151―
小口広太：学校給食と連携した都市農業の振興とその意義
